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１
はじめに

都市の中のオープン・スペースを定義づけること

はむずかしいが,通常われわれは「建ぺいされてい

ない，永続的空地］をいい，その機能はProduc-

tive＜生産的＞，Ｐrotective＜保護的＞,Orna-

mental＜装飾的＞,Recreative＜保養的＞をもっ

ているものとしている。日本には歴史的に都市

＜街＞の内部に公共の，市民のためのオープン・

スペース，たとえば広場などを意図的にもったこ

とはない。東京に日比谷公園がつくられるまで

は，公共のオープン・スペースらしいものはなか

った。

ヨーロッパの古い町は，たいてい広場をもってお

り，古代ギリシヤの都市には，都市の中心部にア

ゴラといわれる公共広場があった。ここは「すべ

ての市民がいつも集まる場所であり,日日の社会

的生活，商品取引や政治活動の場」であり，良い

水の供給，十分な排水施設，大きな広場を中心に

ストア＜商品取引所＞神殿，演壇などが設けら

れ，いわば都市の中枢地域になっていた。イタリ

アの町などではどんな小さな町でも，町のほぼ中

央に広場が造られ，それを中心にして町が広がっ

ている。この広場は教会とともに市民の中心的公

共施設として重要なものでもある。近世にいたっ

て，イギリスにおけるスクウェアもほぼ同じ意図

のものである。

このような街中にある公共の，市民のオープン・

スペースについて，横浜市民として考え，今後ど

のように創りだしていくか，いかねばならないか

を考えてみよう。

２――――――都市の生活環境としてのオープン・

スペース
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われわれ市民の日常生活から考えて，オープン・

スペースはどのような必要性をもち，またそれが

どのように使われているかを考えてみると，市民

の要求は意外に大きいにもかかわらず，その要求

表1一一年令層別主体区分

表2――主体別生活圏の形成

に応える施設等の供給はきわめて少ない。

国民の生活水準は年々向上し，所得の増大，余暇

時間の増大などが予測され，市民のレクリエーシ

ョン要求は増し，それにともなってレクリエーシ

ョン施設の要求も増大していくものと予想されて

いる。ここでは，都市におけるレクリエーション

要求という広範囲な面から都市内部のオープン・

スペース要求との関係をぬき出して考えてみる。

都市におけるオープン・スペースの潜在的要求は

それを利用する人＜年令，階層＞と生活圏によっ

て大きく異なっている。例えば，幼児には母親の

目のとどく場所に遊び場程度のオープン・スペー

スさえあれば日常事欠かないし，そこは主婦にと

っても近隣の会話の場所であり，幼児とともに戸

外に出る場所としてのオープン・スペースであ

る。小学生，中学生，高校生になると，施設をも

った公園やスポーツ広場等がだんだん必要となっ

てくるし，大学生や日中勤める大人にとっては，

都心の公園や広場は昼休みや退社後の余暇の憩い

の場である。

都市のオープン・スペースはこのように，利用者

の生活圏，利用ひん度，目的によっていろいろな

施設，大きさや周囲の環境が必要であるわけであ

る＜表1.2.3.4＞。都市のオープン・スペースはま

た，利用形態，所有形態から分割して考えられる

が，相互を明確に分割する規準はみいだせない。

それらの分類整理を試れば以下のようになろう。

１・オープン・スペースの所有形態からの分類

(1）公共的オープン・スペース

　公衆の用に供されるもの

(2）私的オープン・スペース

　主として私的な用に供せられるもの

２・オープン・スペースの市民による利用形態か

らの分類

表3一―主体区分別計画単位

表4一―公園施設系
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表5――オープン・スペース＜都心立地型＞の分類

３

(1）滞留的オープン・スペース

オープン・スペース内に相当

時間滞留し，その中でブラウ

ン運動的な行動を行なうもの

(2)流動的オープン・スペース

オープン・スペースを通過な

いしは短時間だけとどまるも

の

ペース

都市のオープン・スペースの機能の中にProtec-

tive＜保護的，防御的＞というものがあることは

はじめにのべた。都市のあるいは，市民の保護・

防御機能としてのオープン・スペースは，地震，

大火災等の自然災害とばい煙，騒音などの公害か

ら守る機能として必要である。もちろん市街地の

拡散化を防ぐ意味もある。東京の江東地区，名古

屋，大阪等の０メートル地帯は，常に大災害の

危険にさらされており，都市防災という観点から

オープン・スペース＜防災計画では避難拠点，遮
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＜注＞この他に単なる空地，＜否利用空地，未利用空地＞，崖地，保
全緑地，鉄道ヤード，貨物，資材，商品置場など特殊目的のため
に使われるオープン・スペースがある。

以上のように，都市の生活環境としてのオープン

・スペースを位置づけてみたが，これらのオープ

ン・スペースは都市のアメニティー＜都市らし

さ＞の高さにも大きく関連しょう。十分な都市施

設，公共施設，オープン・スペースが相互に関連

し，からみあい，秩序立てられた都市のアメニテ

ィーは高い。このような意味から都市再開発を考

えるならば都市の再開発は都市機能の蘇生，充

実，拡大などを追求して行なわれるのみならず，

地区の生活環境，アメニティーの向上等を当然目

標としなければならない。

都市防災施設としてのオープン・ス

断緑地などと呼ばれている。＞が必要であること

は周知の通りである。横浜市は東京，名古屋，大

阪のように扁平な地形と海面下く海抜０メートル

以下＞にある地域は少ないが，地盤は他の大都市

と同じように軟弱なところが都心地域にあり，地

形地盤面からの災害条件を見出すこともできる。

また丘陵地の多い地形上市街地は谷間沿いに発達

し，丘の下が密集し，火災等の災害の危険性が十

分ある。＜横浜市の防災都市計画については調査

季報第21号特集に詳しくのべられている。＞その

ような意味から防災拠点，防災グリーンベルトお

よび避難ルートの整備が必要であることはいうま

でもない。横浜の都心平坦地域にあるオープン・

スペースは平和公園，蒔田公園ぐらいで，いざと

いう時に逃げこめる空地としては十分でない。

都心の中央に大々的に空地をとった都市計画を実

施した例は,札幌と名古屋の大通り公園＜幅員100

メートル＞がある。いづれも市街地の大火を大通

り公園によってくいとめるという防災上の目的を

もってつくられたものであるが，日常生活の中に

とけこみ，都市景観としても町のシンボルとして

も，またレクリエーション・スペースとしても貴

重な価値があると考えられる。横浜市において

も，吉田川埋立による大通り公園の計画は，この

ような意味で価値があり，また，公園面積の絶対

的不足にも一助となるものである。



４都市再開発

さて，日本では都市にオープン・スペースが不足

しているのはめずらしくない。また，その指摘だ

けでは不毛である。問題は，これからいかにし

て，オープン・スペースを都市の内部に創り出す

かの問題だ。都市再開発を，既存市街地内に新ら

たにオープン・スペースを確保する有力な手段と

いうことでここでは位置づけてみる。

都市再開発といっても，いろいろな目的と方法に

よって行なわれる都市更新＜UrbanRenewal＞

方法のことであり，特定の都市開発方法をいって

いるのではない。たとえば，既存市街地を全面的

クリアランスし，そこに公共施設＜道路,公園,駐

車場，上下水道，電気，ガス施設等＞の整備を行

なってその地区に必要な機能を育成または導入す

る方法を都市再開発＜UrbanRedevelopment＞，

地区の環境悪化を防ぐため，部分的に改造を行う

方法＜Rehabilitation＞,地区の環境保全のため

行なう方法＜Conservation＞などがあり，広い地

域にわたって総合的に行なう都市再開発であれ

ば，これら３つの方法を混合して行なうものであ

る。このような方法つまり，都市更新によってオ

ープン・スペースを確保することは可能であり，

また，市街地の性格によって必要ないろいろな種

類のオープン・スペースを道路や建築物と一本

にしてデザインすることも可能である。

横浜市では，防災街区造成事業，市街地改造事業

がいくつか実施されはじめたが，あまり大きくな

い街区＜Block＞に建築物が建設され十分な公共

施設やオープン・スペースをもったものでなくい

わゆる面的な再開発までに及んでいない。，

都市再開発によって公共施設を整備し，オープン

・スペースなどを確保する手法は，第二次大戦

後，アメリカ，イギリス，北欧諸国などによって

ずいぶん都市計画として計画され，また実現され
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た。われわれが今，このようなことに注目したい

のは，都市再開発計画がその都市を蘇生させ，

より発展させる原動力となるような内容＜位置，

規模，総合性＞で実施されていることだ。そして

そのような重大な事業であるから都市の総合計画

にも位置づけられ，法定化されて事業が進められ

ていることである。このような意味から，わが国

における防災街区事業等は，いわば単独事業に近

いものであり，総合的都市再開発計画には位置づ

けにくいものである。したがって，このような事

業によって都市内部にオープン・スペースを創り

だすための有効な手段とはなり得ない。

５―――――新しい都市計画制度の動き

昭和44年６月３日，わが国にも，これら単独事業

法を一本化し，都市再開発法が制定された。よう

やく西欧に約20年遅れて都市更新に本格的に取り

くめる制度的基盤がととのいつつある。

新都市計画法は昨年６月１日制定され，本年６月

14日から効力を発揮した。この新都市計画法によ

って従来の建築基準法も改正される予定であり，

都市再開発法と共に都市計画３法が新らたに生れ

変る。都市再開発を推進してゆく場合,建築基準法

の中に新らたに容積地域制と従来の用途地域制と

をあわせて規制する新らしい地域制＜Zoning＞

が行なわれることになっている。この容積地域制

＜BulkZoning＞については次にのべることとす

るが，都市再開発を推進していく場合，個々の敷

地と地域制との関係が不明確になること，オープ

ン・スペース＜公共空地など＞の確保に当って

ば，容積の最高限度の決め方によって，敷地規模

の大小によってとれない場合もありうるものであ

る。



６ 容積地域制とその問題点

容積地域制の目的は「都市施設の整備と土地利用

との関係により建築容積を規制するもの」であ

り，改正建築基準法は用途地域制のしかれている

地域全域に適用される。また，この地域制によっ

て，「都市施設＜公共施設＞整備の責任を明らか

にする反面，都市施設整備計画と均衡を保った都

市環境の実現と土地の合理的利用を可能にする」

ことが目的でもある。

容積地域制は，地域の用途に応して，各敷地の容

積の最高限度を決定してしまうものであるが，こ

れによって地区の環境を向上させるためには十分

な方法ではない。また一方において法律の最低限

度のみを守る範囲内で各々の敷地が容積を大きく

していった場合には，敷地の大きさの差異によっ

て，環境の違いがはなはだしくなることも予想さ

れる。

容積地域制の運用については市の条例で定めるこ

とができる部分かおり，この運用の方法いかんで

はオープン・スペースの確保，環境の向上などあ

る程度有効な手段となりえよう。都市再開発を推

進していく場合，このように制度の運用面に工夫

がなされることによって，一段と実現性や開発意

欲が増し，市街地環境の向上，オープン・スペー

スの確保等に打開策が講じられうるものである。

建築基準法では単体規定として，建ぺい率，容積

率が規定され，集団規制として容積地域制等が，

規定されることになるが，容積地域制はある一定

地域内の個々の敷地について，容積の最高限度を

定め，公共施設の整備とのバランスを保つことを

目的としている。建築物の高さ制限は，住居専用

空地及びこれに準ずるもの＜以下「空地等」とする＞を，その位置，形態，機能等により，次の３種に区分し，
それぞれの要件をみたす有効部分の面積をただし書き緩和の場合の容積策定の基礎とする。

表7－容積策定方式

(1)空地等による容積の割増し
容積地区の各種別について，敷地内の空地等の種別により，それぞれの効用に対応する相対的価値を次のよ
うな指数で示し，容積割増しの算定を行なう場合には，空地等の有効面積にそれぞれの種別に該当する数値
を乗じたものの合計を容積緩和の割増し面積とする。ただし(2)の割増し限度を越えることができない。

注A2,B2,C2はそれぞれA1，B1，C1に準ずる空地

（2)容積率割増しの限度
各容積地区における基本容積＜敷地面積×法定容積率＞に対して，それぞれの地区の種別及び空地等の種別

に対応する次の数値を乗じて得た値と容積緩和割増し限度とする。＜特定街区計画標準の約1/2を限度＞

表6－空地等の種別および要件＜都条例＞
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図１容積率とプレミアム

地域を除いて容積率の許容範囲内で敷地内に有効

空地を確保する場合のみ，最高限度はなく自由に

高層建築が建られる。また敷地内に一定程度以上

の公共空地を確保すれば,周囲の環境等を考慮し，

容積の最高限度を緩和＜プレミアム＞する措置

＜市条例で決められる＞が考えられている。

容積地域制を実施している東京都における条例お

よび指導方針では，表6,7のように(1)空地の有

効面積と(2)敷地規模に応じて容積の割り増し＜ボ

ーナス＞を与えて，そのみかえりとして，公共空

地等が得られるようになっている。

このような方法は，シカゴ，フィラデルフィで，

ニューヨーク市などアメリカの大部分の都市で敷

地内に公共空地のとり方，公共空地の機能に応じ

て容積のプレミアムを与えているところもある。

この方法は敷地内の有効空地の大きさのみなら

64

ず，その空地がどのような公共性をもっているか

で容積率の緩和をはかっていることに注目した

い。たとえば，シカゴやフィラデルフィア市で

は，アーケード,セットバック,プラッツア等を敷

地内に確保した場合に容積率緩和を与えている

＜図１＞。

横浜市においても，都市再開発の場合にはもちろ

ん，個々の敷地の建替え等総合的な再開発事業で

なくてもオープン・スペースを生み出しやすい方

法も工夫する必要があり，シカゴやフィラデルフ

ィアの例は一つの示唆を与えてくれるものであ

る。＜オープン・スペース，公共空地，有効空地

などの概念を明確にする必要かおるが，困難であ

り，ここでは厳密な意味での区分を必要としない

のでオープン・スペースはより広い概念としてと

らえたい。＞



7――地区総合計画，特定街区のすすめ ない。

②道路に囲まれていなければならない。

③総合設計により，有効な空地を確保し，環境

の保全向上を計る。

④交通処理について十分配慮し，建物の用途に

応じた所要の駐車場をとること。

⑤建築物の位置，形態については，道路反対側

の敷地に終日日影ができないようにする。

⑥建物の高さは当該部分から道路の中心線また

は隣接境界線までの水平距離の５倍を越えて

はならない。

⑦建物の部分から敷地境界線までの距離は当該

部分の高さの平方根の1/2以上とする。

⑧有効空地を設けた場合には基準容積率は２～

７割の割増しが得られる。

⑨有効空地とは,公衆の使用できるものをいう。

以上は新しい都市計両制度の施行に関連し，再開

発とに関するいくつかの問題点を指摘した。土地

の利用を高度化し，公共空地を確保し都市環境を

向上させるためには地区の総合的計画が好ましい

ことはすでにのべた。建築技術の進歩に伴い，高

層建築が可能になった現在，建物を高層化，土地

を有効に利用することは，都市空間の高度利用と

なり，都市に欠かしてはならない条件となった。

先ごろ日本建築学会は高層建築技術指針を発表し

た。高層建築物の意義として，「土地の有効利用

とは，必ずしも敷地いっぱいに建築物をたてる

ことだけでない。建築物の機能は，単にその内部

機能ばかりでなく，その周辺の環境によって支配

される。」に外部環境のうち，とくに交通，日照，

採光条件などを考えると，建築物の周囲にはでき

るだけ空地を確保し，隣棟間隔を十分にとること

が望ましい。このため，建築物を高層化すること

が適切である場合がある。」とし，このような場

合，建築基準法に規定されている特定街区による

方法をすすめている。

また，建物の高層化をすすめていく場合，個々の

建物のみによって高層化をすすめていっても，周

囲の道路幅による斜線制限と容積制限の関係を調

べてみると，図２でわかるように，敷地が相当広

くても20階前後で効率的な平面形とならないこと

がわかり，それ以上の土地高度利用を行なう場合

は，特定街区によって総合的計画を行ない,容積，

空地を十分確保することをすすめたい。市独自の

判断で特定街区の計画，審査，許可を行なえるよ

う市の体制づくりもやらなければならない。

特定街区とは，目的，良好な環境，有効な空地を

確保し，都市機能に適応した街区を形成する。

内容，基準：

①一定規模以上の敷地＜街区＞でなければなら

-一一地区総合開発計画の立案と実施

特定街区ついて少し詳しくなりすぎたが，都市の

中にオープン・スペースを割り出す方法としての

いってみれば都市再開発を実施する方法につい

て，今ある制度において，かなり計画的開発が行

なえることである。都市再開発という言葉こそ目

新しいが，昔から常に考えられてきた都市を生活

８

65

図２基準階床面積



しやすくする方法の一つにすぎない。新しい制度

をつくることによって，その問題がまったく解決

するわけでない。いままで積み上げてきた経験，

今ある手法を十分駆使してなおかつ不可能な場合

に新しくことを決すべきである。

特定街区の計画は街区の規模の上限はないが，

0.2ha～1～2ha程度の，いわゆる街区を形成す

る規模の総合計画，設計である。したがって特定

街区のメリットとして容積率のプレミアム等の斜

線制限，壁面線の指定等，街区環境の向上に相当

の効果，つまり，オープン・スペースや公共施設

の整備はあるが，やはりそこには限界がある。

オープン・スペースが都市の生活環境要素として

きわめて意味をもつ以上，小さな幼児広場から都

市公園，大通り公園，繁華街のプラッツアにいた

るまで，十分都市内に設ける必要がある。したが

って，都市を再開発するためにはその目的に応じ

た方法をいくつも考えておかなければならない。

都市再開発法に集約された防災地区造成事業，市

街地改造事業地区全体として環境整備され，都市

機能，基盤が整備された地区にするためには，や

はり使い古された言葉であるが，総合開発計画に

ついて真剣に考え直す必要がある。

都市の総合計画＜ComprehensiveDevelopment

Plan＞は，都市全体の目標と人口，産業，土地需

要，住宅，水需要予測，土地利用，交通網整備，

上下水道網等,学校,公園，公共施設等の将来需要

の予測と供給の計画と立案と，いつまでにどのく

らいを建設，整備するかという財政的うらづけの

あるプログラムをもったものである。そして，こ

れらの長期目標をうけて具体的な短期目標に翻訳

し，計画の実現をはかる段階になる。総合計画の

立案過程はち密化し，部内によっても科学的に処

理されて計画目標となりうるようになったが，計

画の具体化実現化の段階になると，計画立案に

目標としたものが個々のセクションに分割され，

個々のセクションは独自の長期計画をもつという

矛盾が生じる場合がある。つまり，いってみれ

ば，総合計画は首から上で，実際の計画と計画の

実現は首から下で，まったく違った方向で動いて

いる結果となる。本来の意味で総合計画が実施さ

れない問題点はこのようなところにあろう。そし

て，本来の意味において総合計画を総合計画たら

しめることは，ち密な計画案とプログラムをもつ

ことはもちろん，計画の実現にわたって道路，上

下水，公園，学校，住宅建設，商店街再開発など

というように，個々の事業に分割してしまうので

はなく，総合開発地区＜AreaofComprehensive

Development＞というように計画と計画の実現

を地区の目標に合わせてできるようなプロジェク

ト単位に総合計画をブレークダウンできる体制ま

たは組織を整える必要があり，都市計画が計画的

に総合的に実現できる必要条件であると考える。

9

66

むすび

横浜市に都市再開発の磯運と制度的背景が整いつ

つある現在，都市の中の環境をいかにして良いも

のに造りあげるかという命題にもどり，もう一度

根本的な反省を行なってみたい。

密集してしまった市街地内に再開発事業を行なっ

て，都市機能の更新，良好な環境の確保，オープ

ン・スペースや公共施設，都市施設を整備するこ

とはきわめてむずかしいことである。それは，都

市全体の目標，要求としては全市民が納得できる

問題だから,いざこの地区から再開発しましょう，

という呼びかけとか，大所高所からみてここが

適当だなどという説明では実現できないことが今

までの経験である。再開発地域の住民の犠牲によ

って，例えば地区住民の追い出しに＜経済，社会

的基盤を失ってしまうために出ていかざるをえな



い＞よって再開発が行なわれるとすれば市民のた

め，市民による，市民の都市計画ではない。

アメリカの都市再開発は多くの都市で実現し，公

共施設やオープン・スペースを設けたにもかかわ

らず多くの批判かおる。それは「計画自体が都市

全体を指し，改善すべきすべての方向を打ち出し

ながら，対策そのものは都市のたんなる１つの局

面一関係地区の物理的性格一にだけ影響を及

ぼすようつくられていることだ」「連邦政府のブ

ルトーザー＜ごり押しの意味＞つまり，都市再開

発実施に当っては，多額の資金が政府から援助さ

れてどんどん実現していくけれども，そこにいた

多くの住民は，再開発後に住めないような物的，

経済的，社会的環境にしてしまうのである」と。

われわれは横浜市の密集市街地，都心地域に都市

再開発計画を立案し，公共施設を整備し，もちろ

んそれによってオープン・スペースを創り出した

いと考えている。この都市再開発目標をもう一度

考え直す必要はないだろうか。都心地域に立地し

ている工場の移転，中小工場の団地化移転など，

跡地再開発のために活用する場合，アメリカの再

開発の二の舞を演じないか十分考え直す必要があ

る。都市再開発は市民参加の多数決では必ずしも

可能ではない。市民の発意と決意から生れた計画

でなければ実現しない。そして，市民の，市民に

よる，市民のための都市計画でなければ断じてな

らない。
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